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論文要旨

　本プロジェクトは，経済分析の独占禁止法執行への活用を目指したものであり，特にカルテルに対する経済分析の活用法を探るものである。具体的には，①案件発掘，②立証の際の留意事項取りまとめを行ったものである。このほか，競争政策の実施における制度設計の際の論点抽出・判断材料の提示，政策評価の実証分析なども考えられる。しかし，このプロジェクトでは，法執行への活用法の整理，具体的な案件に直面した場合に焦点を絞るものである。

　米国では，2010年米国水平合併ガイドラインでは，｢反競争効果に関する証拠｣に関して1章割り当てている。そこでは司法省反トラスト局と連邦取引委員会(FTC)は，合併が実質的に競争を減殺するか否かという重要課題に対処するべく合理的で利用可能な信頼可能な証拠を考慮することが述べられている。中でも，｢自身の経験から，合併から生じうる効果を予測する際に最も情報としての価値があると認定する証拠のカテゴリやソースについて議論する｣とされており，合併分析の証拠に関する当局の考え方が取りまとめられている。また，欧州でも，競争に関する事件の執行においては，経済的分析が中心的役割を果たすとされている。各特定の市場が機能する方法及び競争的相互作用がどのように働くかを考察する上で，経済的側面が規律としてその枠組を提供する。さらに，この枠組は，合併，会社間の協定，又は単一会社の行動などの審査対象の慣行につき予想される結果の形成を可能にする。経済的分析はまた，これらの結果の方向及び規模の大きさが適切であるか，また妥当であるかを実証的に明らかにする道具を提供するものとされている。
　こうした先行文献の整理とともに，実際に案件発掘・立証の際の留意事項を具体的に展開する。
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